
日本経済の進路と戦略
一開かれた国、全員参加の成長、環境との共生－

参考試算

（平成20年1月17日　経済財政諮問会議提出）

本資料は、経済財政諮問会議における「日本経済の進路と戦略」
の審議のための参考として、内閣府が作成し、経済財政諮問会議
に提出するものである。
従って、本資料は、「日本経済の進路と戦略」を閣議決定する際に
も閣議決定の対象となるものではない。
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1．試算の考え方
L」■＿■」車し」■＿■＿■⊥■⊥■⊥■」■⊥■＿i■＿■＿■＿■l＿■

（1）　マクロ経済については、以下の2つのシナリオを想定した。なお、ここで示す経済の展望は、

種々の不確実性を伴うため、相当な幅を持って理解される必要がある。

①成長シナリオ

t「日本経済の進路と戦略」（以下「進路と戦略止いう。）に沿って我が国の潜在成長力を高め
るための政策が実行される場合に、視野に入ることが期待される経済の姿。

②リスクシナリオ

・上記の政策の効果が十分に発現されず、かつ世界経済の減速など外的な経済環境も厳し

いものとなる場合の経済の姿。

（2）　歳出・歳入一体改革については、以下を想定した。

2008年度（平成20年度）については、予算政府案等に基づく。2009年度（平成21年度）以降に

ついては、r経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（以下r基本方針2006」という。）

で決定した歳出改革を癒まえ、上記2つのシナリオそれぞれについて、「基本方針2006」別表に

示された▲14．3兆円の歳出削減の考え方に対応するケース（歳出削減ケースA）と▲11．4兆円

の歳出削減の考え方に対応するケース（歳出削減ケースB）を想定した。

なお、上記の歳出改革のみで車成23年度（2011年度）に国・地方の基礎的財政収支が黒字化

しない場合であっても、試算上、特段の歳入改革を想定していない。

2 ． 試 算 の 方 法 l

‾■「■‾表‾■「n ‾■「1■‾■‾■「l■「■lT■‾■‾■‾■l「

（1）　試算は、マクロ経済（GDP、物価等）、財政及び社会保障の相互連関を考慮した計量モデ

ル（「経済財政モデル（第二次再改定版）」（推計式と定義式からなる連立方程式体系））を基

礎としている。

（2）　したがって、成長率、物価及び金利などは前提として設定したものではなく、財政等の姿と

の相互連関を踏まえて得られたものである。
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3 ．試 算 結 果 （グ ラフ ）

】■「■一着‾‾l■‾1m‾l■‾‾‾■‾雷‾〃‾‾r l■‾■‾‾l■‾表「■‾董‾表▼‾表‾‾■二

以下の2つのシナリオについて試算。
（1）成長シナリオ

・成長力強化策の効果から全要素生産性（TFP）上昇率、女性・高齢者等の労働参加率が
高まる。世界経済も堅調に推移。

（2）リスクシナリオ
・政策の効果が十分に発現されず、全要素生産性（TFP）上昇率や労働参加率が低迷。世界
経済も減速。

（1）マクロ経済の姿（歳出削減ケースA）

（％）　　　　　　　　　　　　潜在成長率

、●　（％）　　　　　　　　実質成長率



（％）　　　　　　　　 消 費 者 物 価 指 数 （総 合 ）上 昇 率

l　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

成長シナリオ
＼

リネクシナリオ

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

実績

2002　　　2003　　　2004　　　2005　　　2006　　　2007　　　2008　　　2009　　　2010　　　2011

（平成14）（平成15）（平成16）（平成17）（平成18）（平成19）（平成20）（平成21）（平成22）（平成23）
（年度）

2．0

1．5

1．0

0．5

0．0

－0．5

11．0

－1．5

－2．0

（％）　　　　　　　　　　GDPデフレーター上昇率

l　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　l

成 長 シ ナ リオ

も

l　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

実績

′
リスクシ ナ リオ

（品（品（品（品（品（品（品（品（品‰（平鶴）
2011

（％）　　　　　　　　　　名目成長率

実績

l　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　l

成 長 シナ リオ

＼

リスクシナ リオ

l　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　l

〆
2002　　　2003　　　2004　　　2005　　　2006　　　2007　　　2008　　　2009　　　2010　　　2011

（平成1時（平成15）（平成16）（平成17）（平成18）（平成19）（平成20）（平成21）（平成22）（平成23）
（年度）
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（2）財政の姿（歳出削減ケースA）

（％）　　　　国■地方の基礎的財政収支（対名目GDP比）

2002　　　2003　　　2004　　　2005　　　2006　　　2007　　　2008　　　2009　　　2010　　　2011

（平成14）（平成15）（平成16）（平成17）（平成18）（平成19）（平成20）（平成21）（平成22）（平成23）
（年度）

専

0．0

－1．0
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－3．0

－4．0

－5．0

－6．0

－7．0

－8．0

－9．0



国、地方別の収支（対名目GDP比）

2002　　　　2003　　　　2004　　　　2005　　　　2006　　　　2007

（平成14）（平成15）（平成16）（平成17）（平成18）（平成19）
2008　　　　2009　　　　2010

（平成20）（平成21）（平成22）
2011

（平成23）

（年度）
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（3）マクロ経済の姿（歳出削減ケースB）

（％）　　　　　　　　　潜在成長率

2002　　　2003　　　2004　　　2005　　　2006　　　2007　　　2008　　　2009　　　2010　　　2011

（平成14）（平成15）（平成16）（平成17）（平成18）（平成19）（平成20）（平成21）（平成22）（平成23）
（年度）

（％）　　　　　　　　　　　　実質成長率

2002　　　2003　．2004　　　2005　　　2006　　　2007　　　2008　　　2009　　　2010　　　2011

（平成14）（平成15）（平成16）（平成17）（平成18）（平成19）（平成20）（平成21）（平成22）（平成23）
（年度）
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極）　　　　　　　消費者物価指数（総合）上昇率

I　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

成 長 シ ナ リオ

ヽ 立

リスクシ ナ リオ

l　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

実績

2002　　　2003　　　2004　　　2005　　　2006　　　2007　　　2008　　　2009　　　2010　　　2011

（平成14）（平成15）（平成16）（平成17）（平成18）（平成19）（平成20）（平成21）（平成22）（平成23）
（年度）

（％）　　　　　　　　　　GDPデフレーター上昇率

l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

成 長 シ ナ リオ

も

l　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

実 績

l
リスクシ ナ リオ

（品（品（品（品（品（品（品（品（品（平協
2011

（％）　　　　　　　　　　名目成長率

i　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　l

成 長 シナ リオ

↓

リスクシナ リオ

l　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　l

実績

2002　　2003　　2004　　2005　　2006　　2007　　2008　　2009　　2010　　2011

（平成14）（平成15）（平成16）（平成17）（平成18）（平成19）（平成20）（平成21）（平成22）（平成23）
（年度）
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（4）財政の姿（歳出削減ケースB）

（％）　　　　国・地方の基礎的財政収支（対名目GDP比）

2002　　　2003　　　2004　　　2005　　　2006　　　2007　　　2008　．2009　　　2010．　2011

（平成14）（平成15）（平成16）（平成17）（平成18）（平成19）（平成20）（平成21）（平成22）（平成23）
（年度）

●
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（年度）



国、地方別の収支（対名目GDP比）

（％）　　　　　　　　　　　基礎的財政収支

国

2002　　　　2003　　　　2004　　　　2005　　　　2006　　　　2007　　　　2008　　　　2009　　　　2010　　　　2011

（平成14）（平成15）（平成16）（平成17）（平成18）（平成19）（平成20）（平成21）（平成22）（平成23）

（年度）

（％）　　　　　　　　　　　　　　財政収支

国
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4．試算結果（計数表）
－　　　－　　　　　　－　　　　　　　－　　　　－　　　　　－　　　　　　　　－　　　－　　　　　　　　　　－

（1）成長シナリオ
（歳出削減ケースA）

二‾＿－　　　　　－

（％程度）、【対GDP比、％程度］、兆円程度

【マクロ経済の姿】

20 0 7年 度 200 8 年 度 2 00 9 年 度 20 10 年 度 20 1 1 年 度

（平成 19年度） （平成20年 度） （平成21年度） （平成22年度） （平成23年度）

潜 在 成 長 率 （1．6） （2．0 ） （2 ．1） （2 ．4） （2 ．5）

実 質 成 長 率 （1．3） （2．0 ） （2 ．3） （2 ．5） （2．6）

名 目成 長 率 （0 ．8） （2．1） （2 ．5） （2 ．9） （3．3）

名 目G D P 5 1 6 ．0 5 2 6．9 5 3 9．8 5 5 5 ．5 5 7 4 ．0

物 価 上 昇 率

消 費 者 物 価 （0 ．2） （0．3 ） （0 ．6） （1‾．0 ） （1．4）

国 内 企 業 物 価 （1．8） （0 ．6） （0 ．4） （0 ．6） （0．9）

G D P デ フレー ター （▲ 0 ．5） （0．1） （0 ．2） （0．4） （0．7）

完 全 失 業 率 （3 ．9） （3．8 ） （3 ．6） （3 ．5 ） （3．4）

名 目長 期 金 利 （1．6） （1．7 ） （2 ．1） （2 ．4 ） （2．白）

部 門 別 収 支

一 般 政 府 【▲ 2 ．8］ 【▲ 3 ．0］ ［▲ 2 ．7］ ［▲ 2 ．可 ［▲ 2．2］

民 間 r ［7 ．6］ ［7 ．8］ ［7．6］ ［7 ．4］ ［7 ．2］

海 外 ［▲ 4 ．8］ ［▲ 4 ．8］ ［▲ 4 ．9］ ［▲ 5．0］ ［▲ 畠胡

【国と地方の財政の姿】
（％程度）、［対GDP比、％程度］、兆円程度

20 0 7年 度 2 00 8 年 度 2 00 9年 度 20 1 0 年 度 20 1 1年 度 r

（平成 19年唐） （平成20年 唐） （平成21年唐） （平成22年唐） （平 成23年唐）

政 府 部 門 収 支

国 ［▲ 2．8 ］ ［▲ 2．9］ ［▲ 3 ．0］ ［▲ 3 ．0］ 【▲ 2．9］

地 方 ［0 ．2］ ［0 ．5］ ［0 ．3］ ［0 ．4］ ［0 ．5］

合 計 ［▲ 2 ．6］ ［▲ 2．可 ［▲ 2 ．7］ ［▲ 2 ．6］ ［▲ 2 ．5］

基 礎 的 財 政 収 支

国 ［▲ 1．7コ ［▲ 1．7］ ［▲ 1．7］ ［▲ 1．6］ 【▲ 1．可

地 方 ［1．0］ ［1．2］ ［1．1］ ［1．2］ ［1．3］

合 計 ［▲ 0 ．7］ ［▲ 0 ．5］ ［▲ 0．6］ ［▲ 0．4］ ［▲ 0 ．1］

公 債 等 残 高 7 34 ．6 7 3 8 ．6 7 5 5．1 7 7 1．1 7 8 7 ．1

（対 名 目G D P 比 ） ［142 ．4］ ［140 ．2］ ［13 9．9］ 【13 8．8］ ［13 7．1］
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【国の一般会計の姿】
兆円程度

20 0 7 年 度 2 0 0 8 年 度 2 0 0 9 年 度 2 0 1 0 年 度 28 こ・1 1年 度

（平成 19年度） （平 成20年 度） （平成21年 度） （平成22年度） （平成23年 度）

歳 出 83 ．8 8 3 ．1 8 6 ．9 8 9 ．3 9 2 ．7 ，

一 般 歳 出 48 ．4 4 7 ．3 5 0 ．1 、 5 0 ．7 5 1．4

社 会 保 障 関 係 費 ．2 1．4 2 1．8 2 4 ．6 2 5 ．4 2 6 ．2

公 共 事 業 関 係 費 7．4 6．7 6 ．5 6．3 5 ．1

そ の 他 1 9．7 1 8 ．8 1 8．9 1 8 ．9 1 9 ．0

地 方 交 付 税 等 14 ．9 15 ．6 1 6 ．0 1 6 ．6 1 7 ．3

国 債 費 20 ．5 2 0 ．2 2 0．9 2 2 ．1 2 4 ．1

歳 入 83 ．8 8 3 ．1 8 6．9 8 9 ．3 9 2 ．7

税 収 52 ．6 5 3 ．6 5 4．9 5 6 ．7 5 9 ．0

そ の 他 収 入 5．8 4．2 4 ．0 4 ．1 4 ．1

公 債 金 25 ．4 2 5 ，3 ′ 2 8 ．0 2 8 ．5 2 9 ．7

【地方普通会計の姿】
兆 円 程 度

2 0 0 7年 度 2 0 0 8 年 度 2 0 0 9 年 度 2 0 1 0 年 度 2 0 日 年 度

（平 成 19年 度 ） （平 成 20年 度 ） （平 成 2 1年 度 ） （平 成 2 2年 度 ） （平 成 23年 度 ）

歳 出 9 2 ．3 9 2 ．6 9 3．1 9 3 ．8 9 5 ．2

一 般 歳 出 7 6．5 7 6．4 7 7 ．1 7 8 ．1 7 9 ．2

歳 入 9 2 ．3 9 2 ．6 9 3．1 9 3 ．8 9 5 ・寧

地 方 税 4 0 ．4 4 1．2 4 0 ．8 4 0 ．5 4 1．6

地 方 交 付 税 等 15 ．5 15 ．9 1 5 ．5 1 5 ．2 ．15 ．8

国 庫 支 出 金 10 ．2 10 ．1 1 0 ．1 1 0 ．1 10 ．2

地 方 應 9：7 9．6 9 ．2 8．5 7．7

（別掲）

基礎的財政収支

地方負担の交付税特会借入金、償還費及び利払費による基礎的財政収支の変動を

地方から控除し国の収支の変動とした場合　　　　　　　　　　　【対GDP比、％程度］
2 0 07 年 度 20 08 年 度 200 9 年 度 20 10 年 度 20 11年 度
（平成 19年唐） （平成20年唐） （平成21年唐） （平成22毎唐） （平成23毎唐く）

国 ［▲ 1．6］ ［▲ 1．5］ ［▲ 1．6］ ［▲ 1．3］ ［▲ 1．1］

地 方 ［0．9］ ［1．1］ ［1．0］ ［0．9］ ［1．0］
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（2）リスクシナリオ
（歳出削減ケースA）

（％程度）、［対GDP比、％程度］、兆円程度

【マクロ経済の姿】

2 00 7年 度 2 00 8 年 度 20 0 9年 度 20 1 0 年 度 20 1 1 年 度

（平 成19年度） （平成20年度） （平成21年度） （平成 22年度） （平成 23年度）

潜 在 成 長 率 （1．6） （2．0 ） （1．7） （1．5） （1．2 ）

実 質 成 長 率 （1．3） （2 ．0 ） （1．6） （1．3） （1．1）

名 目成 長 率 （0 ．8） （2 ．1） （1．8） （1．6） （1．6）

名 目G D P 5 1 6 ．0 5 2 6．9 5 3 6 ．2 5 4 4 ．9 5 5 3 ．5

物 価 上 昇 率

消 費 者 物 価 （0 ．2） （0 ．3） （0 ．6） （0 ．9） （1．1）

国 内 企 業 物 価 （1．8） （0 ．6） （0 ．4） （0 ．5） （d ．6）

G D P デ フ レー ター （▲ 0 ．5） （0 ．1） （0 ．1） （0 ．3） （0 ．5）

完 全 失 業 率 （3 ．9） （3 ．8） （3 ．7） （3 ．6） （3 ．6）

名 目長 期 金 利 （1．6） （1．7 ） （1．9） （2 ．1） （2 ．3）

部 門 別 収 支

一 般 政 府 【▲ 2 ．8］ ［▲ 3 ．0］ ［▲ 2．8］ 【▲ 2 ．7］ ［▲ 2 ．7］

一　民 間 ［7 ．6］ ［7．8］ ［7 ．71 ［7．7］ 【8 ．0］

海 外 ＿ ［▲ 4．8］ 【▲ 4 ．8］ ［▲ 4．9］ ［▲ 5 ．0 ］ 【▲ 5．2］

【国と地方の財政の姿】
（％程度）、［対GDP比、％程度］、兆円程度

20 0 7年 度 2 00 8 年 度 20 0 9年 度 20 1 0 年 度 20 1 1 年 度
（平 成19年唐） （平成20年唐） （平成21年唐） （平 成22年唐） （平 成23年唐）

政 府 部 門 収 支

国 ［▲ 2 ．8］ ［▲ 2 月］ ［▲ 3 ．0］ ［▲ 3 ．2］ ［▲ 3 ．2］

地 方 ［0 ．2］ ［0．5］ ［0 ．3］ ［0．4］ ［0 ．4］

合 計 ［▲ 2 ．6］ ［▲ 2 ．4］ ［▲ 2 ．8］ ［▲ 2 ．8］ ［▲ 2 ．8］

基 礎 的 財 政 収 支

国 ［▲ 1．7］ ［▲ 1．7］ ［▲ 1．8］ ［▲ 1．8］ ［▲ 1．8］

地 方 ［1．0］ ［1．2］ ［1．1］ ［1．2］ ［1．2］

合 計 ［▲ 0 ．7］ ［▲ 0．5］ 【▲ 0 ．7］ ［▲ 0 ．7］ ［▲ 0．6］

公 債 等 残 高 7 34 ．6 7 3 8 ．6 7 5 5 ．3 7 7 1 ．8 7 8 8 ．4

（対 名 目 G D P 比 ） 【142 ．可 ［1 40 ．2］ ［1r4 0．9］ ［14 1 J ］ ［14 2 ．可
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【国の一般会計の姿】
兆円程度

200 7 年 度 2 0 0 8 年 度 2 0 0 9 年 度 20 1 0 年 度 20 1 1年 度

（平成 19年度） （平成20年度 ） （平成21年度 ） （平成22年度） （平成23年度）

歳 出 8 3 ．8 8 3．1 8 6 ．7 8 8 ．4 9 0 ．3

一 般 歳 出 4 8 ．4 4 7．3 5 0 ．0 5 0 ．5 5 1．0

社 会 保 障 関 係 費 2 1．4 2 1．8 2 4 ．6 2 5 ．3 2 6 ．1

公 共 事 業 関 係 費 7．4 6．7 6 ．5 6．3 6 ．1

そ の 他 19 ．7 1 8．8 1 8 ．g 1 8 ．8 1 8 ．7

地 方 交 付 税 等 14 ．9 1 5．6 1 5 ．9 1 6 ．3 1 6 ．7

国 債 費 20 ．5 2 0 ．2 2 0 ．7 2 1．5 2 2 ．6

歳 入 8 3 ．8 8 3．1 8 6 ．7 8 8 ．4 9 0 ．3

税 収 5 2 ．6 5 3．6 5 4 ．4 5 5 ．1 5 6 ．2

そ の 他 収 入 5 ．8 4 ．2 4 ．0 4 ．0 4 ．0

公 債 金 2 5 ．4 2 5．3 2 8 ．3 2 9 ．2 3 0 ．1

【地方普通会計の姿】
兆 円 程 度

2 0 0 7 年 度

（平 成 19 年 度 ）

2 0 0 8 年 度

（平 成 20年 度 ）

2 0 0 9 年 度

（平 成 2 1年 度 ）

2 0 1 0 年 度

（平 成 2 2年 度 ）

2 0 1 1年 度

（平 成 23年 度 ）

歳 出 9 2 ．3 9 2 ．6 9 2 ．9 9 3 ．2 9 4 ．0

一 般 歳 出 7 6 ．5 7 6．4 7 6 ．9 7 7 ．5 7 8 ．1

歳 入 9 2 ．3 9 2 ．6 9 2 ．9 9 3 ．2 9 4 ．0

地 方 税 4 0 ．4 4 1．2 4 0 ．6 4 0 ．0 4 0 ．5

地 方 交 付 税 等 1 5 ．5 1 5 ．9 15 ．5 15 ．1 15 ．3

国 庫 支 出 金 1 0 ．2 1 0 ．1 10 ．1 19 ・1 1 0 ．1

地 方 債 9．7 9．6 9．3 8 ．8 8 ．4

（別掲）

基礎的財政収支

地方負担の交付税特会借入金、償還費及び利払費による基礎的財政収支の変動を

地方から控除し国の収支の変動とした場合　　　　　　　　　　　［対GDP比、％程度］
200 7 年 度 20 08 年 度 20 0 9年 度 20 10 年 度 2 0 11年 度

（平成19年唐） （平成20年唐） （平成21年唐） （平成22年度） （平成23年唐）

国 ［▲ 1．6］ ［▲ 1．5］ ［▲ 工7］ ［▲ 1．6］ ［▲ 1．5］

地 方 ［0．9］ ［1．1］ ［1．0］ 【0．9］ 【0．9］

13

●



（3）成長シナリオ
（歳出削減ケースB）

（％程度）、【対GDP比、％程度】、兆円程度

【マクロ経済の姿】

20 07 年 度 2 00 8 年 度 20 0 9 年 度 2 0 1 0 年 度 2 0 1 1年 度

（平成 19 年度 ） （平成20年度 ） （平 成2 1年度） （平成22年度 ） （平成23年度）

潜 在 成 長 率 （1．6） （2 ．0 ） （2 ．1） （2．4） （2 ．5）

実 質 成 長 率 （1．3） （2 ．0） （2 ．5） （2 ．5） （2 ．6）

名 目成 長 率 （0 ．8 ） （2 ．1） （2 ．7） （3 ．1） （3 ．5）

名 目G D P 5 1 6 ．0 5 2 6．9 5 4 1．0 5 5 7 ．8 5 7 7．2

物 価 上 昇 率

消 費 者 物 価 （0．2 ） （0 ．3） （0 ．6） （1．1） （1．6）

国 内 企 業 物 価 （1．8 ） （0 ．6） （0 ．4） （0 ．7） （1．0）

G D P デ フレー ター （▲ 0 ．5） （0 ．1） （0 ．2） （0 ．6） （0 ．9）

完 全 失 業 率 （3．9） く3 ．8） （3 ．6） （3 ．5） （3 ．3）

名 目長 期 金 利 （1．6） （1．7） （2 ．1） （2 ．6） （‘3 ．1）

部 門 別 収 支

一 般 政 府 ［▲ 2 ．8］ ［▲ 3 ．0］ ［▲ 2．8］ ［▲ 2 ．6］ ［▲ 2．6］

民 間 ［7 ．6］ ［7 ．8］ 【7．7］ ［7．5］ ［7 ．4］

海 外 ［▲ 4 ．8］ ［▲ 4 ．8］ ［▲ 4．9］ ［▲ 4 ．8］ ［▲ 4．8］

【国と地方の財政の姿】
（％程度）、【対GDP比、％程度】、兆円程度

2 0 0 7 年 度 2 0 0 8 年 度 2 0 0 9 年 度 2 0 10 年 度 2 0 1 1年 度

（平成 19年唐） （平 成20年唐） （平成 21年唐） （平 成 22年唐） （平 成23年唐）

政 府 部 門 収 支

国 ［▲ 2 ．8］ ［▲ 2．9］ 【▲ 3月］ ［▲ 3 ．1］ 【▲ 3 ．2］

地 方 ［0 ．2］ ［0 ．5］ ［0．2］ ．［0．3］ ［0 ．3］

合 計 ［▲ 2 ．6］ ［▲ 2 ．4］ ［▲ 2．8］ ［▲ 2 ．8］ ［▲ 2 ．9］

基 礎 的 財 政 収 支

国 ［▲ 1．7］ ［▲ 1．7］ ［▲ 1．8］ ［▲ 1．7］ ［▲ 1．6］

地 方 【1．0］ ［1．2］ ［1．0］ ［1．1］ ［1．1］

合 計 ［▲ 0 ．7］ ［▲ 0 ．5］ ［▲ 0 ．8］ ［▲ 0 ．7］ ［▲ 0 ．5］

公 債 等 残 高 73 4．6 7 3 8 ．6 7 5 5 ．7 7 7 2．8 7 9 0．6

（対 名 目 G D P 比 ） ［1 4 2．4］ ［1’4 0．2］ ［1 3 9．7］ ［1 3 8 月］ 、［1 3 7胡
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【国の一般会計の姿】
兆円程度

2 00 7 年 度 20 0 8 年 度 、2 00 9 年 度 20 10 年 度 20 1 1年 度

（平成19 年度） （平成20年度 ） （平成21年度 ） （平成22年度） （平成23年度 ）

歳 出 8 3 ．8 8 3 ．1 8 7 ．6 9 0 ．6 9 4 ．8

一 般 歳 出 4 8 ．4 4 7 ．3 5 0 ．6 5 1．7 5 2 ．9

社 会 保 障 関 係 費 2 1．4 2 1．8 2 4 ．6 2 5 ．4 2 6 ．3

公 共 事 業 関 係 費 7 ．4 6．7 6 ．7 6．6 6 ．5

そ の 他 19．7 1 8．8 1 9．3 1 9．6 2 0．1

地 方 交 付 税 等 14．9 1 5．6 1 6．2 16 ．7 1 7．5

国 債 費 2 0．5 2 0．2 2 0．9 2 2 ．2 2 4．5

歳 入 8 3．8 8 3．1 8 7．6 9 0 ．6 9 4．8

税 収 5 2．6 5 3．6 5 5．2 5 7．2 5 9．6

そ の 他 収 入 5 ．8 4 ．2 4 ．0 4．1 4 ．1

公 債 金 2 5．4 2 5．3 2 8．4 2 9．3 3 1．1

【地方普通会計の姿】
兆円程度

20 0 7年 度 2 0 0 8 年 度 2 0 0 9 年 度 20 10 年 度 2．0 1 1 年 度

（平成 19年度 ） （平成20年度） （平成21年度 ） （平成22年度） （平成23年度）

歳 出 9 2．3 9 2．6 9 3．7 9 4 ．5 9 6 ．1

「 般 歳 出 7 6．5 7 6 ．4 7 7．7 7 8 ．8 8 0 ．1

歳 入 9 2．3 9 2．6 9 3 ．7 9 4 ．5 9 6 ．1

地 方 税 4 0．4 4 1．2 4 0．8 4 0 ．7 4 1．8

地 方 交 付 税 等 15．5 1 5．9 1 5．7 15 ．3 1 5：9

国 庫 支 出 金 10．2 1 0．1 1 0 ．2 10 ．3 1 0 ．4

地 方 債 9 ．7 9・年 9 ．4 8．7 8 ．0

（別掲）

基礎的財政収支

地方負担の交付税特会借入金、償還費及び利払費による基礎的財政収支の変動を

地方から控除し国の収支の変動とした場合　　　　　　　　　　　［対GDP比、％程度コ
20 0 7年 度 2 0°0 8 年 度 2 00 9 年 度 2 0 10 年 度 20 11年 度

（平成 19年唐） （平成20年l曹） （平成21年l曹） （平成22年I曹） （平成23年唐）

国 ［▲ 1．6］ ［▲ 1．5］ 【▲ 1．7］ ［▲ 1．5］ ［▲ 1．3］

地 方 ［0．9］ ［1．1］ ［0．9］ ［0．8］ ［0胡
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（4）リスクシナリオ
（歳出削減ケースB）

（％程度）、【対GDP比、％程度］、兆円程度

【マクロ経済の姿】

2 00 7 年 度 20 0 8 年 度 20 0 9年 度 20 1 0 年 度 20 1 1年 度

（平成19 年度 ） （平成20年度 ） （平成21年度） 1（平成22年度） （平成23年度 ）

潜 在 成 長 率 （1．6） ‾ （2 ．0 ） （1．7） （1．5） （1．2 ）

実 質 成 長 率 （1．3 ） （2 ．0） （1．8） （1．4） （1．2 ）

名 目 成 長 率 （0．8） （2 ．1） （2 ．0） （1，8） （1．8 ）

名 目 G D P 5 1 6．0 5 2 6 ．9 5 3 7．4 5 4 7 ．2 5 5 7．1

物 価 上 昇 率

．消 費 者 物 価 （0．2 ） （0 ．3 ） （0 ．6） （1．0） （1．3 ）

国 内 企 業 物 価 （1．8 ） （0 ．6） （0 ．4） （0 ．6） （0 ．8 ）

G D P デ フ レー ター （▲ 0 ．5 ） （0 ．1） （0 ．2） （0 ．4） （0 ．6）

完 全 失 業 率 （3．9） （3 ：8 ） （3 ．7） （3 ．6） （3．5 ）

名 目 長 期 金 利 （1．6 ） （1．7） （2 ．0） （2 ．3） （2．5 ）

部 門 別 収 支

一 般 政 府 【▲ 2．8］ ［▲ 3 ．0］ ［▲ 3 ．0］ 【▲ 2 ．9］ ［▲ 3 ．1］

民 間 ［7 ．6］ ［7．8］ ［7．8］ ［7．8］ ．［8．1］

海 外 ［▲ 4 ．8］ ［▲ 4 月］ ［▲ 4 ．8］ ．［▲ 4 ．9］ ［▲ 5 ．0］

【国と地方の財政の姿】
（％程度）、［対GDP比、％程度］、兆円程度

2 00 7 年 度 20 0 8 年 度 20 0 9 年 度 20 10 年 度 20 1 1年 度

（平成 19年 産） （平成20年度 ） （平成2 1年唐） （平 成22年唐） （平成23年 唐）

政 府 部 門 収 支

国 ［▲ 2 ．8コ ［▲ 2 ．9］ ［▲ 3 ．1］ ［－▲ 3 ．3］ ［▲ 3．5］

地 方 ［0 ．2］ ［0 ．5］ ［0 ．2］ ［0．2］ ［0 ．2］

合 計 ［▲ 2 ．6］ ［▲ 2．可 ［▲ 2 ．9］ ［▲ 3 ．1］ ［▲ 3．幻

基 礎 的 財 政 収 支

国 ［▲ 1 ．7］ ［▲ 1．7］ ［▲ 1．9］ ［▲ 2 ．0］ ［▲ 2 ．0］

地 方 ［1．0］ ［1．2］ ［1．0］ ［1．0］ ［1．0 ］

合 計 ［▲ 0 ．7］ ［▲ 0．5］ ［▲ 0．9］ ［▲ 0．9］ ［▲ 1月］

公 債 等 残 高 7 34 ．6 7 38 ．6 7 55 ．9 7 73 ．5 79 1．8

（対 名 目 G D P 比 ） ［142 ．叫 ［140 ．2］ ［140 ．7］ ［14 1．可 ［14 2．1］
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【国の一般会計の姿】

一一－　一　一一－－一　一一一一°一一4－V－4－．－－－L‘一・一1

兆円程度
20 0 7年 度 2 0 0 8 年 度 2 0 0 9 年 度 2 0 1 0 年 度 2 0 1 1 年 度

く平成 19年度） （平成 20年度 ） （平成 2 1年度） （平成 2 2年度） （平成 2 3年度）

歳 出 8 3．8 8 3 ．1 8 7．4 8 9 ．7 9 2．3

一 般 歳 出 4 8 ．4 4 7．3 5 0 ．5 5 1．5 5 2．5

社 会 保 障 関 係 費 2 1．4 2 1．8 2 4 ．6 2 5 ．4 2 6．2

公 共 事 業 関 係 費 7 ．4 6．7 6 ．7 6 ．6 6 ．5

そ の 他 1 9．7 1 8．8 1 9 ．2 1 9 ．5 1 9．8

地 方 交 付 税 等 1 4 ．9 1 5．6 1 6 ．1 16 ．5 1 6．8

国 債 費 2 0 ．5 2 0 ．2 2 0 ．8 2 1．7 2 3．0

歳 入 8 3．8 8 3 ．1 8 7．4 8 9 ．7 9 2 ．3

税 収 5 2．6 5 3．6 5 4 ．7 5 5 ．6 5 6．9

そ の 他 収 入 5．8 4．2 4 ．0 4 ．0 4 ．0

公 債 金 2 5．4 2 5．3 2 8 ．7 3 0 ．0 3 1．4

【地方普通会計の姿】
兆円程度

20 0 7 年 度 2 0 0 8 年 度 ‾ 20 0 9 年 度 2 0 1 0 年 度 2 0 1 1 年 度

（平成 19年度 ） （平成20年度） （平成21年度 ） （平成22年度 ） （平成23年度）

歳 出 9 2．3 9 2．6 9 3 ．5 9 4 ．0 9 4．9

一 般 歳 出 7 6．5 7 6．4 7 7 ．5 7 8 ．2 7 9．0

歳 入 9 2．3 9 2．6 9 3 ．5 9 4 ．0 9 4．9

地 方 税 4 0 ．4 4 1．2 4 0 ．7 4 0 ．2 4 0 ．7

地 方 交 付 税 等 15 ．5 1 5 ．9 1 5．6 1 5 ．2 1 5 ．4

国 庫 支 出 金 10 ．2 1 0 ．1 10 ．2 1 0 ．3 1 0 ．4

料 方 債
9 ．7 9．6 9．4 9．0 8 ．7

（別掲）

基礎的財政収支

地方負担の交付税特会借入金、償還費及び利払費による基礎的財政収支の変動を

地方から控除し国の収支の変動とした場合　　　　　　　　　　　【対GDP比、％程度】
2 00 7 年 度 20 08 年 度 2 00 9年 度 20 10 年 度 20 11年 度

（平成19年 I曹） （平成20年 l苦） （平成21年唐） （平成22年唐） （平成23年唐）

国 ［▲ 1，6］ 【▲ 1．5］ ［▲ 1．8］ ［▲ 1．8］ ［▲ 1．7］

地 方 ［0．9］． ［1．1］ ［0．9］ ［0．8］ ［0．8］
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（注）

1．消費者物価指数は総合（全国）である。

2．部Pf脚川又支については、国民経済計算における「純貸出／純借入」である。

3．政府部門収支は国民経済計算における「純貸出／純借入」である。また基礎的財

政収支は政府部門収支から純利払い（利払いマイナス利子受け取り）を控除したも

のである。また、国・地方とも一般会計（普通会計）以外に一部の特別会計等を含

む概念である。

なお、交付税及び譲与税配付金特別会計（以下「交付税特会」という。）は国民

経済計算上は国に格付けされるが、その負担分に応じて、借入金、償還費及び利

払費を国と地方に分割して計上した。

4．2006年度（平成18年度）及び2008年度（平成20年度）の政府部門収支及び基礎的

財政収支は、財政投融資特別会計（2006年度（平成18年度）においては財政融資

資金特別会計）から国債整理基金特別会計への繰入れ（2006年度（平成18年度）は

12兆円（GDP比2．3％程度）、2008年度（平成20年度）は9胡ヒ円（同1．9％程度））を

控除したもの。

5．公債等残高は、普通国債、地方債及び交付税特会借入金の合計である。なお、20

07年度（平成19年度）に一般会計に承継された交付税特会借入金（国負担分）に関

しては、指標め連続性を維持するために引き続き公債等残高に計上。

6．国の一般会計に示した地方交付税等は、いわゆる交付税特会の入口ベースの値

であり、地方の普通会計に示した値は出口ベースの値である。差嶺は、交付税特

会における借入、利払い等に相当する。

7．基礎年金の国庫負担割合引上げ（2009年度（平成21年度）までに2分の1）は、法律

上、所要の安定的な財源を確保する税制の抜本的な改革を行った上で実施すること

とされているが、既に決められた税制改正以外の財源措置は盛り込んでいない。
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（付録）主要な前提

（1）マクロ経産に関するもの

【生産性（TFP）上昇率】

・「成長」：グローバル化改革、グローバル化のメリットを享受するための規制改革や労働市

場改革等の国内改革に加え、企業の汀化t利活用の促進により、足元の0．9％程度

（2000年度以降実績平均）から2011年度（平成23年度）に1．5％程度まで徐々に上昇。

・rリスク」：2009年度（平成21年度）から2011年度（平成23年度）にかけて、2000年度以降の

平均程度（0．9％程度）に低下。

【労働力】

・人口動態は、「日本の将来推計人口（平成18年（2006年）12月推計）」（国立社会保障・人口

問題研究所）の出生中位（死亡中位）を利用。

・高齢者（60歳以上）の労働参加率（年齢階層・男女別）

「成長j：名目賃金と年金給付の比率に応じて変化。

「リスク」：2008年度（平成20年度）以降横ばい。
・60歳未満の労働参加率（年齢階層・男女別）

．「成長」：労働市場改革を受け、女性を中心に性別年齢階層別労働参加率が徐々に上
昇（例えば30－34歳女性の労働参加率は、2006年度（平成18年度）の63％程度

から2011年度（平成23年度）の68％程度まで徐々に上昇）。

「リスク」：2008年度（平成20年度）以降横ばい。

【世界経済等】

実質成長率（日本の輸出先主要10カ国）
・「成長」：IMFの世界経済見通し（2007年秋）をもとに、2008年度（平成20年度）年率3．0％の後、

2009年度（平成21年度）以降年率3．8％程度で推移。

・「リスク」：2008年度（平成20年度）年率3．0％の後、2011年度にかけて年率1．5％程度まで徐々

に低下。

物価上昇率
・IMFの世界経済見通し（2007年秋）をもとに、2008年度（平成20年度）年率1．9％の後、

2009年度（平成21年度）以降年率2．2％程度で推移。

原油価格

・「成長j：lMFの世界経済見通し（2007年秋）をもとに、2009年度～2011年度（平成21年度～
平成23年度）に年率2．2％の下落。

・「リスク」：2008年度（平成20年度）以降横ばい。

為替レート

・2008年度（平成20年度）以降、実質為替レートが一定（国内と海外の物価上昇率の格差を
相殺するように名目為替レートが変動）。

【その他】

・2007年度（平成19年度）、2008年度（平成20年度）の経済成長率及び物価上昇率等は、「平

成20年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（2007年（平成19年）12月19日間議了
解）」による。

（2）財政・社会保障に関するもの

平成19年度補正予算政府案、平成20年度予算政府案等を反映。歳出面について2009年度

（平成21年度）以降は、「基本方針2006」（別表）を踏まえ、歳出削減ケースA（▲14．3兆円の歳
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出削減の考え方に対応）、歳出削減ケースB（▲11．4兆円の歳出削減の考え方に対応）を想定。

なお、断りのない限り・「嘩長シナリオ」と「リスクシナリオ」では同じ扱いとしている。

【社会保障】

歳出削減ケースA、Bとも共通に、「基本方針2006」で示された歳出改革に沿って国・地方（国

民経済計算ベース）の削減額が2007年度（平成19年度）から2011年度（平成23年度）の5年間

の累積で1．6兆円程度（国の一般会計ベースで1．1兆円程度）となるよう、各年度、平均的に削減。

なお、基礎年金国庫負担割合は、2009年度（平成21年度）において2分の1へ引上げ。ただし、
既に決められた税制改正以外の財源措置は盛り込んでいない。

【人件費（公務員）】

歳出削減ケースA、Bとも共通に、「基本方針2006」（別表）の考え方に沿って、名目GDPに応じた

自然体の歳出額から5年間の累積で2．6兆円程度の歳出削減を行う改革後の姿に到達するよう

2009年度（平成21年度）以降の各年度の延伸率を設定。

【公共投資】

・歳出削減ケースAにおいては、2007年度（平成19年度）以降5年間の平均の歳出削減率が

▲3％となるよう、2009年度（平成21年度）以降の削減率を均等に想定。
・歳出削減ケースBにおいては、2007年度（平成19年度）以降5年間の平均の歳出削減率が

▲1％となるよう、2009年度（平成21年度）以降の削減率を均等に想定。

【その他歳出】

・歳出削減ケースAにおいては「基本方針2006」（別表）における、5年間の累積で▲4胡旨円

削減の考え方に対応した2007年度以降5年間の平均の歳出削減率を達成するよう、2009年
度（平成21年度）以降の歳出の増減率を均等に想定。

・歳出削減ケースBにおいては「基本方針2006」（別表）における、5年間の累積で▲3．3兆円

削減の考え方に対応した2007年度以降5年間の平均の歳出削減率を達成するよう、2009年

度（平成21年度）以降の歳出の増減率を均等に想定。

【税制】
・平成20年度税制改正等を織り込む。

・事後的に計算される国の税収弾性値（制度増減税の影響を除いて算出）は1．1程度

（なお、期間の取り方、ケース設定の違い等によって若干異なる結果となることがある）。

【その他】

・特別会計改革
車成20年度予算政府案において具体的に盛り込まれた治水、道路整備、港湾整備、

空港整備の各特別会計の社会資本整備事業特別会計への統合等

・財政投融資特別会計の積立金の活用
2008年度（平成20年度）に予定されている財政投融資特別会計から国債整理基金特別会計

への繰り入れ（9．8兆円）を反映。

・地方税の偏在是正措置

法人事業均の一部を、国税の地方法人特別税（平年度約2・6兆円、2008年（平成20年）10月
1日以後に開始する事業年度から適用）として徴収し、その税収を2009年度（平成21年度）

以降、地方法人特別譲与税（平年度約2．6兆円）として地方に譲与。
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内閣府「進路と戦略」参考試算と財務省・後年度影響試算の比較

（参考）

内 閣 府 財 務 省
「進 路 と戦 略 」 参 考 試 算 後 年 度 影 響 試 算

試 算 の 性 格
改 量 や 財 政 収　 改 重 盗　　 前 日と

し て 実 現 さ れ る 将 来 の 経 済 財 政 の 全
体 像 を 提 示 。

去 生 皮　　 に　 L 込 ま れ た 制 度 ．・
施 五 五 並 足 と 上 し　 怨 が 盤 温 さ＿▼＿＿

企 仮 定 企 王 に 将 来 の 国 の 一 般 会
計 の 姿 を 提 示 。

位 置 付 け

「進 路 と 戦 略 」 の 参 考 資 料 。
（ 「進 路 と 戦 略 」・本 文 は 閣 議 決 定 だ

が 、 参 考 試 算 は 閣 議 決 定 の 対 象
外 。 ）

予 算 委 員 会 提 出 資 料 （閣 議 報 告 ）

試 算 の 方 法
経 済 、 財 政 、 社 会 保 障 制 度 の 相 互 連

マ　 ロ ・　 姐 温 立 証 主 と し そ 一 般
会 計 の 各 項 目 の 将 来 値 を 機 械 的 に 計

関 を 踏 ま え た 計 量 モ デ ル に よ る 。 算 し 、 積 み 上 げ 。． （財 政 と マ ク ロ 生
済 の 相 互 連 関 は な い 。 ）

期 間
2 0 1 1 年 度 （平 成 2 3 年 度 ） ま で の

4 年 間
4 年 間

試 算 の 内 容

【マ ク ロ 経 済 の 姿 】
経 済 成 長 率 、 物 価 上 昇 率 、 失 業 率 、
長 期 金 利 等
【国 と地 方 の 財 政 の 姿 】 【国 の 一 般 会 計 の 姿 】

基 礎 的 財 政 収 支 、 公 債 等 残 高 等 社 会 保 障 関 係 費 、 公 共 事 業 関 係 費 、
【国 の 一 般 会 計 の 姿 】

社 会 保 障 関 係 費 、 公 共 事 業 関 係 費 、
地 方 交 付 税 、 国 債 費 、 税 収 、 公 債 金
等
【地 方 普 通 会 計 の 姿 】

一 般 歳 出 、 地 方 税 、 地 方 交 付 税 、 国
庫 支 出 金 、 地 方 債 等

地 方 交 付 税 、 国 債 費 、 税 収 、 公 債 金
等
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